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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

(１) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円) 328,504 32 ― ― ―

経常損失(△) (千円) △715,771△814,588△497,292△110,471△13,077

当期純利益又は当期純
損失(△)

(千円) △9,286,489△4,147,171△1,342,442△276,963 24,709

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 12,820,6065,477,8741,496,662316,596 39,632

発行済株式総数 (株) 97,615,02297,615,022131,425,0221,314,25062,928

純資産額 (千円) 5,491,0421,354,692347,963 43,422 61,399

総資産額 (千円) 6,334,1201,836,405646,827 368,975 287,669

１株当たり純資産額 (円) 56.03 13.79 2.60 690.03 975.71

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当
額)

(円)

(円)

─

(─)

―

(―)

―

(―)

─

(─)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △161.24 △42.48 △11.01△4,401.28 392.65

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.3 73.33 52.81 11.73 21.34

自己資本利益率 (％) ― ─ ─ ― 47.14

株価収益率 (倍) ― ─ ─ ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △103,024△31,921

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 34,489 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △30,000 ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― ― 48,479 15,262

従業員数 (名) 13 9 9 0 0

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第81期から第84期までは１株当たり当期純損失のため、記

載しておりません。第85期は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　第83期まで連結財務諸表を作成しているため、第83期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によ

るキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金

及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。

４  当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30

日）を適用しております。

平成22年７月29日付で100株を１株とする株式併合を行い、平成23年８月５日付で20株を１株とする株式併合

を行いましたが、第84期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期

純利益又は当期純損失（△）を算定しております。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

昭和23年６月 資本金1,000万円をもってユニオン光学株式会社を設立する。

昭和24年10月 八州電機株式会社を吸収合併し資本金2,000万円とする。

昭和27年６月 米国ユニトロン社と取引を開始する。

昭和29年１月 米国ユニトロン社との間に北米販売特約契約を結ぶ。

昭和30年４月 ㈱菱光社と関東、東海地区販売代理店契約を結ぶ。

昭和37年７月 増資して資本金１億円とし東京証券取引所市場第二部に上場する。

昭和37年12月 本社工場を新設し顕微鏡の一貫生産体制を確立する。

昭和50年５月 英国ビッカース社製品の輸入総代理店契約を結ぶ。

平成３年７月
当社製品の補修サービス、販売代理を目的とし株式会社ユーノテック設立
（現ユニオン光学株式会社、連結子会社、100％出資）

平成４年９月 本社工場の建物改築し完成。

平成16年６月 増資して資本金を68億1,815万円とする。 

平成16年10月 会社分割により光学事業をユニオン光学株式会社へ承継する。

平成17年３月 新株予約権の行使により資本金78億9,440万円となる。

平成17年５月 増資及び新株予約権の行使により資本金123億8,315万円となる。

平成17年９月 株式10株を１株に併合し、発行済株式総数が19,790,000株となる。

平成18年３月
平成17年11月から平成18年３月迄の間に新株予約権の行使により発行済株式総数が25,620,257株
となり、資本金148億4,120万円となる。

平成18年11月 永兆精密電子股?有限公司の第三者割当による新株式発行を引き受け、連結子会社とする。

平成19年３月
平成18年４月から平成19年３月迄の間に新株予約権の行使により発行済株式総数が46,021,692株
となり、資本金170億9,000万円となる。

平成20年３月
平成19年４月から平成20年３月迄の間に増資による新株の発行及び新株予約権の行使により発行
済株式総数が97,615,022株となり、資本金128億2,000万円となる。

平成20年８月 減資して資本金54億7,787万円となる。 

平成21年６月 減資して資本金13億7,187万円となる。 

平成21年７月 新株予約権の行使により資本金14億7,666万円となる。

平成21年９月 新株予約権の行使により資本金14億9,666万円となる。

平成22年２月 株式会社東京証券取引所上場廃止となる。

平成22年７月 減資して資本金３億1,659万円となる。

平成23年８月 減資して資本金3,963万円となる。
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３ 【事業の内容】

 当社の営んでいる主な事業は、次のとおりであります。
　

〔投資事業〕

当社において、上場有価証券、非上場有価証券の売買場取引による投資事業を行っておりますが、経営環

境の大幅な変更により現在見直しを行っております。
　

４ 【関係会社の状況】

　　該当事項はありません。
　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況
　平成24年３月31日現在

従業員数(名) 0

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

(2) 労働組合の状況
　当社には、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　当事業年度における国内外の経済状況については、東日本大震災によるサプライチェーンの混乱や原発

事故による電力不足から生産活動の低下や自粛ムードが起こり、国内経済に大きな影響を及ぼしました。

また、電力不足の影響は今なお根本的な解決が図られず、不安定な状況が依然として続いております。ま

た、ギリシャをはじめとするユーロ圏においてもデフォルトの発生を危惧しており、円高ドル・ユーロ安

が続き海外の経済環境も不安定な状況が続いております。

  このような状況のもと、当社におきましては、上場廃止の事態を真摯に受け止め、経営再建に向け、注力

してまいりましたが、震災の影響による国内景気の回復不足、海外経済環境の低迷等も重なり、財務基盤

の確立や、新たな事業の構築に至ることができませんでした。このような経済環境ではありますが、現在

も新規事業等を協議し、模索している状況であります。

  この結果、当事業年度の業績は、売上高０円（前年同期も売上高０円）、営業損失13百万円（前年同期

は営業損失103百万円）、経常損失13百万円（前年同期は経常損失110百万円）となりましたが、引当金戻

入の発生により、当期純利益24百万円（前年同期は当期純損失276百万円）となりました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物は、前年同期と比べ33百万円減少し15百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、31百万円の減少（前年同期は103百万円の減少）となりました。

これは、当期純利益が24百万円あったものの、その大半がキャッシュフローを伴わない利益であったこと

によるものであります。

　投資活動、財務活動によるキャッシュ・フローは残高がありませんでした。（前年同期は、投資活動によ

るキャッシュ・フローは34百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは△30百万円）
　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　

(2) 受注状況

該当事項はありません。　
　

(3) 販売実績

　　　該当事項はありません。
　

３ 【対処すべき課題】

当社の企業価値を回復させるため、また企業の信用を取り戻せる経営を目指すために次の課題に取り

組んでまいります。

(1) 資金調達と財務基盤

企業環境の変化にいち早く対応すべく、意志決定の迅速化を図り、積極的な事業展開を行うべく経

営の効率を高めます。また、事業の売上確保と利益を創出する体質への変換をすべく事業改善・改革

推進いたします。また、継続した経費の削減策や新規事業創設に努めること等により、企業経営を遂

行していまいります。

(2) 新規事業の創出

当社による事業創設にとどまらず、今後有望な事業に対しての提携等を展開することにより、新た

な戦略を構築してまいります。そのために、適時に資本投下を実現できる財務基盤や金融戦略の安定

化・強化を推し進めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】
　

  １　当社は、今後起こり得る様々な要因により経営成績及び財政状態に大きな影響を受ける可能性がありま

す。当社の事業展開上のリスク要因となると考えられる主要な事項を以下に記載しております。

(1) 事業環境に関するリスク

　(ⅰ) 資金調達及び投資環境のリスク

当社は、平成22年2月19日に東京証券取引所の上場が廃止されたことから、今後の資金調達に影響が出

る可能性があります。また、投資活動を進めていく上で、投資先の業績や株式市況の動向などにより、事業

活動に影響が出る可能性があります。

(2) 事業活動に関するリスク

　(ⅰ) 投資事業におけるリスク

投資事業では、上場企業を中心に事業のシナジー性を考えながら事業展開できる企業への投資を中心

に行ってまいりました。今後も市場環境の変化を見極めながら当社がこれまで蓄積してきたノウハウを

活かし、多岐に渡るポートフォリオを構築するなどリスク面にも配慮しながら投資を行っていく考えで

あります。

　しかしながら投資事業に関しましては、取引先の問題や市場環境の変化などが多大な影響を及ぼす可能

性もあり、これらのリスクを十分に考慮したうえで投資事業を展開する必要があります。当社が予想した

以上に市場環境等が悪化した場合、当社の業績は影響を受ける可能性があります。

　(ⅱ) 人材確保

当社事業は厳しい状況下にあり、優秀な人材の確保が求められております。事業を継続していく上でこ

れらの人材の確保が急務ですが、人材の補充が困難である場合には今後の事業展開に影響が出る可能性

があります。

　(ⅲ) 新規事業展開のリスク

当社は、今後業績の回復に可能性のある領域での新規事業の創出が望まれております。具体的に検討し

ている事業もありますが、新規事業に伴う投資発生及び事業費用の回収については変動要因が多く、今後

の経営成績に影響が出る可能性があります。

(3) 政治経済・災害などが及ぼすリスク

　 (ⅰ) 政治経済等のリスク

現在の政治環境、法律等に著しい変更が生じる恐れ、また、海外の国情や為替変動の影響を受ける恐れ

があり、状況の変化によっては経営成績に影響が出る可能性があります。

　(ⅱ) 自然災害等のリスク

自然災害等による大規模または長期の障害が発生した場合は、経営成績に影響を受ける可能性があり

ます。
　

  ２　提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象
　

（重要事象等）

当社は平成23年３月期において営業損失103百万円を計上し、特別損失171百万円発生したことから、276

百万円の当期純損失を計上しております。また、平成24年3月期におきましても営業損失13百万円を計上

いたしましたが、訴訟損失引当金の戻し入れ等が発生したことから24百万円の当期純利益となりました。

しかしながらキャッシュフローを伴わない利益であるため新規事業の立ち上げが急務であります。現在

は、上場廃止及び企業集団の解消に伴い当社にて行なっていた投資事業が事業の主体となっております

が、今後の事業計画については不透明な状況となっております。新規事業を模索しておりますが、当事業

年度においても売上を計上するに至っておりません。

　また、当事業年度は、資金調達を行うに至っておりません。平成22年2月19日付で上場廃止になったこと

に伴い、今後の資金調達に関しても、大幅に制限されるものと予想され、今後の当社必要資金の調達につ

いては不透明な状況となっております。

　なお、当社は、現在、当社を被告とした係争事案が３件あり、相手より貸金請求事件等として訴訟されて

おります。

　上記の事柄についての対応策については抜本的な改善を行なわなければなりません。このため、今後の
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さまざまな施策を検討いたしております。従って現段階において継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。

　当該財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を財務諸表には反映しておりません。
　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであります。
　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般的に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。財務諸表の作成に際し、当事業年度末日における資産・負債の報告数値及び当事業年度における収

入・費用の報告数値に影響を与えるような見積り・予測を必要としておりますが、これらの見積りは過

去の実績や当社を取り巻く環境等に応じて合理的と考えられる方法により計上しております。しかしな

がら、結果として、このような見積りと実績が異なる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は「第一部　企業情報　第５　経理の状況」の財務諸表の「重

要な会計方針」に記載しておりますが、特に以下が財務諸表に影響を及ぼすと考えております。

(貸倒引当金)

債権の貸倒に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりますが、債権先の状況に応じて、見込額

が増加する可能性があります。
　

(2) 当事業年度の財政状態の分析

(資産)

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ81百万円減少し、287百万円となりました。これ

は、未払金の支払い、投資有価証券の売却及び再評価などが主な要因であります。
　

(負債)

当事業年度末における負債の残高は、前事業年度末に比べ99百万円減少し、226百万円となりました。こ

れは、未払金の支払い及び訴訟損失引当金の減少等が主な要因であります。
　

(純資産)

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ17百万円増加し、61百万円となりました。

これは、当期純利益により利益剰余金が増加したためであります。
　

(3) 当事業年度の経営成績の分析

当事業年度における売上高は0円となりました。これは、投資環境の悪化と新規事業の立ち上げが行え

ていないことによるものであります。しかしながら既存の債権債務の整理を進めた結果、引当金の戻入が

発生したため、当期純利益を計上しておりますが、キャッシュフローを伴わない利益の計上であるため、

早期に新規事業の創設と正のキャッシュフロー創出が急務であります。
　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社を取り巻く事業環境は、企業集団の解消に伴い投資事業のセグメントが残っておりますが、震災や

円高等日本を取り巻く経済環境は著しく悪化しております。当会計年度においては、投資環境を慎重に検

討した結果、投資事業の縮小及び新規事業案件の模索を進めている次第です。

　事業に係るリスクについては「第一部　企業情報　第2 事業の状況 4 事業等のリスク」に記載しており

ますが、これらリスク発生の可能性を認識した上で、リスク発生の回避及びリスク発生時の対応を徹底す

るとともに、積極的かつ安定的な経営に努める所存です。
　

(5) 経営戦略の現状と見通し

当社はこれらの状況を踏まえ、「第一部　企業情報　第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載して
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おりますが、前記リスク等を回避しながら、経営課題に取り組むことで、当社の事業回復・企業価値向上

に努めてまいります。
　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の資金状況は、「第一部　企業情報　第2 事業の状況　1 業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの

状況」に、また、資産状況については、上記「(2) 当事業年度の財政状態の分析」にそれぞれ記載の通り

であります。

　前事業年度までは連続して当期純損失を計上しておりましたが、当事業年度において当期純利益を計上

いたしております。純資産は、17百万円増加し、自己資本比率が21.3％と若干改善いたしましたが、主に引

当金等の戻入に伴う利益の増加によるものであります。実際には、営業キャッシュフローは減少しており

財務基盤の回復が急務であります。今後は早急に資本強化について検討するとともに、優良債権や資産創

出及び債権の早期回収・対応を行うことで、財源の確保および財務基盤の回復に努めてまいります。

　資金については、運転資金や事業開発資金等でありますが、優良債権の回収を優先し、安定した資金繰り

を確保したうえで、新たな事業に充当すること及び営業キャッシュ・フローにて充当することとしてお

ります。
　

(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社の課題としましては、「第一部　企業情報　第2 事業の状況 3 対処すべき課題」に記載しておりま

すが、経営改善と安定化、継続的な成長を実現するため、諸施策を実行してまいります。
　

(8)　事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善する為の対応策

当社は、投資事業における債権債務の整理及び継続した費用削減策等を推し進めた結果、前事業年度に

比べ負債は減少しております。今後も下記の通り経営改善・改革案を推進し、「第一部　企業情報　第2事

業の状況 3 対処すべき課題」に記載の諸施策を実施することで、重要事象等の解消・改善が図れると考

えます。

①事業改革及び安定化を図る為の売上高の確保及び利益の確保

　当事業年度において、当社は具体的な改革を実施するに至っておりません。よって早急に抜本的な改革

を行い、当社単体での売上高の確保及び利益の確保を目指してまいります。国内外を問わず新規事業を構

築するため、事業基盤の安定化を図り、事業基盤を基に、新規事業の開拓を進め、売上高の確保に努めてま

いります。

②財務基盤の強化

　当社は、企業グループの解消に伴い、財務基盤の強化が急務となっております。そのため、保有資産につ

いて、資産の現金化・効率化を図る為に売却を実施してまいりましたが、今後も残存資産の売却を検討

し、必要に応じて優良資産の確保を行うことで、財務基盤の強化と資産効率の向上に努めてまいります。

　現存する債権については、厳格なリスク管理に基づき引当金等の計上を行っておりますが、中長期的な

計画のもと、先方との協議を継続し、回収に尽力してまいります。

③その他

　当社における経営方針の見直しを図り、業容を刷新すべく全社的な改革を現在策定中であります。継続

した抜本的な基本コストの削減等に加え、国内に限らず海外も含めた新規事業の開拓、創出を目指して、

経営改善・改革を進めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当事業年度において設備投資等は行っておりません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当事業年度において該当事項はありません。
　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,000

計 195,000

(注) 平成23年６月28日開催の定時株主総会にて決議されました、平成23年８月５日株式併合の効力が発生し、発行可能

株式を1/20としております。

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,928 62,928 非上場 単元株式数は1,000株

計 62,928 62,928 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年６月26日 (注)１ ― 46,021,692 ― 17,090,134△3,091,382 ―

平成19年８月５日 (注)２ ― 46,021,692△6,284,25110,805,883 ― ―

平成19年４月１日～
平成20年３月31日 (注)３

51,593,33097,615,0222,014,72312,820,6061,943,7571,943,757

平成20年６月27日 (注)４ ─ 97,615,022 ― 12,820,606△1,943,757 ─

平成20年８月８日 (注)５ ─ 97,615,022△7,342,7315,477,874 ― ─

平成21年５月27日 (注)６2,560,000100,175,02240,9605,518,83437,376 37,376

平成21年６月27日 (注)７ ─ 100,175,022△4,147,1711,371,663 ─ 37,376

平成21年７月２日～
平成21年９月31日 (注)８

31,250,000131,425,022125,0001,496,662125,000162,376

平成22年７月29日 (注)９
△

130,110,772
1,314,250 ― 316,596 ― ―

平成22年７月29日 (注)10 ― 1,314,250△1,180,066316,596△162,376 ―

平成23年８月５日 (注)11△1,251,32262,928 ― 39,632 ― ―

平成23年８月５日 (注)12 ― 62,928△276,963 39,632 ― ―

(注) １　欠損てん補のため資本準備金を取り崩しております。

２　欠損てん補のため資本金を取り崩しております。

３　第三者割当増資及び新株予約権の行使による増加であります。

第三者割当増資　　発行価格　１株につき27円　資本組入額　１株につき14円

４　欠損てん補のため、資本準備金を取り崩しております。

５　欠損てん補のため、資本金を取り崩しております。

６　平成21年５月27日に新株予約権の行使により、発行済株式総数は2,560,000株増加し100,175,022株、資本金は

40,960千円増加し5,518,834千円、資本準備金は37,376千円増加し37,376千円とそれぞれなっております。

７　平成21年6月26日開催の定時株主総会決議に基づき、欠損てん補のため、平成21年６月27日付けで資本金

4,147,171千円減少し、その他資本剰余金へ振替えております。

８　第三者割当新株予約権の行使による増加であります。

９　発行済株式総数の減少は、平成22年6月25日開催の定時株主総会決議にて決議されました、平成22年7月29日効

力発生の株式併合（1/100）によるものであります。

10　資本金及び資本準備金の減少は、平成22年6月25日開催の定時株主総会決議にて決議されました、平成22年7月

29日効力発生の資本金の額及び資本準備金の額減少によるものであり、全額を資本の欠損の補填に充当して

おります。

11　発行済株式総数の減少は、平成23年6月28日開催の定時株主総会決議にて決議されました、平成23年８月５日効

力発生の株式併合（1/20）によるものであります。

12　資本金の減少は、平成23年6月28日開催の定時株主総会決議にて決議されました、平成23年８月５日効力発生の

資本金の額減少によるものであり、全額を資本の欠損の補填に充当しております。
　

(6) 【所有者別状況】
平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ─ ─ 　 1 ─ ― ─ 1 ―

所有株式数
(単元)

─ ─ ─ 23 ─ ─ ─ 23 39,928

所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ 100.0 ─ ─ ─ 100.0 ―
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(7) 【大株主の状況】
　　平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

みなとみらいキャピタルグループ株式会社 東京都世田谷区池尻1-11-7 23,059 36.64

上田　祐則 三重県四日市市 995 1.58

磯貝　寛 愛知県碧南市 750 1.19

錦織　正 島根県雲南市 550 0.87

パーシング ディヴィジョン オブ ドナルド
ソンラフキン アンド ジェンレット エス
イーシー コーポレーション 
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW
JERSEY U.S.A
(東京都品川区東品川２丁目３－14)

493 0.78

徳永　正 大阪府大阪市港区 432 0.69

高村　陽一 神奈川県横浜市鶴見区 400 0.64

齊藤　正規 東京都品川区 396 0.63

高橋　政志 東京都江戸川区 375 0.60

風間　文夫 大阪府寝屋川市 332 0.53

計 ― 27,782 44.15

(注)　所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　　平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,000 23 同上

単元未満株式 普通株式 39,928 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　 62,928 ― ―

総株主の議決権 ― 23 ―

(注)  「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。

　
② 【自己株式等】

　　平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
該当事項はありません。

― ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　　【株式の種類等】

　普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　該当事項はありません。
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(注) 8 ― ― ―

保有自己株式数 0 ─ 0 ─
　

(注)当事業年度の内訳は、平成23年８月５日効力発生の株式併合によるものであります。

　

３ 【配当政策】

当社は、安定した経営基盤確立を目指すとともに、株主利益の向上を図るため業績や財務状況等を勘案し

て利益配分を行うこととし、年１回の期末配当を基本方針としております。配当の決定機関は、株主総会で

あります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績を鑑み配当を見送らせていただきます。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 212 24 32 ― ―

最低(円) 19 ３ １ ― ―

(注)1　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　2　平成22年2月19日付で上場廃止となったことに伴い、第84期以降の株価については該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　　 　該当事項はありません。
　

５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 ― 趙　　裕 燦 昭和44年2月10日

平成６年3月 Hanmak Union Co., Ltd

(注) 3 ―

平成16年8月 Accredo Korea Co., Ltd.

平成18年6月 Accredo Japan Co., Ltd.

　 Grandport Co., Ltd. (Kosdaq)

平成21年7月 Accross Co., Ltd

平成23年6月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 ― 宮 川 治 夫 昭和22年５月７日

昭和41年４月 太東貿易株式会社

(注) 3 ―

昭和44年４月 株式会社ダイナミック

昭和62年８月 株式会社アズ設立　代表就任（現任）

平成13年４月 同社代表取締役社長就任

平成22年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 ― 小　倉　　健 昭和45年１月25日

昭和63年４月 セイコーエプソン㈱入社

(注) 3 ―

平成７年４月 Reiko Pacific Co.,Ltd.入社

平成11年４月 ㈱富士テクニカルリサーチ入社

平成18年７月 同社管理本部管理部部長（現職）

平成21年６月 当社取締役就任(現任)

監査役

（常勤）
― 内 山 東 平 昭和19年６月17日

昭和51年４月 日本大学商学部専任講師

(注) 4 ―

昭和55年４月 同大学助教授

昭和62年４月 昭和女子大学教授

平成４年４月 東京農業大学生物産業学部教授

平成18年12月 東京大学特任教授

平成21年６月 当社監査役就任(現任)

計 ―

　 (注) １　取締役小倉健は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　監査役内山東平は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
４　監査役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、継続的に企業を存続させ企業価値

を向上させていくためには、経営の透明性を向上させるとともに適正な経営を確保し監視する機能の強

化が重要であり、コーポレート・ガバナンスは非常に最重であると認識しております。コーポレート・ガ

バナンスの充実に向けて当社は、公認会計士や顧問弁護士の方々から経営に関して適宜助言等を受ける

ようさまざまな取り組みを実施しております。

　取締役会につきましては、定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、重要事項

を決定すると共に、外部環境や経営環境に関する情報を共有するよう努めております。運営面におきまし

ては、各取締役が各々の責任で意見を述べられる独立性を確保し、同時に監査役との意見交換の充実を

図っております。

会計監査人の公認会計士とは、監査契約を締結し、正しい経理情報を提供し、公正普遍な立場から会計

監査が実施される環境を整備しており、顧問弁護士には法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイ

スを受けております。また、専門知識のある社外アドバイザーにも助言・提言を頂ける体制を確立してお

ります。

　取締役および監査役の報酬は、株主総会の決議を基に上限を承認いただきますが、当社の実績を十分に

踏まえた上で算出しております。
　

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ　会社の機関の基本説明

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会をはじめとする企業行動の監視に努めております。当

社は、代表取締役1名、社内取締役1名、社外取締役1名の体制で取締役会を運営しております。各取締役

が各々の責任で意見を述べられるべく独立性を確保し、その効果を得ております。監査役につきまして

は、社外監査役1名の体制で厳正な監査を行っております。

　会計監査については、本郷公認会計士事務所 公認会計士 本郷孔洋氏と監査契約を締結しておりま

す。さらに経営にかかわる企業倫理問題について、必要に応じて弁護士並びに外部有識者より適切なア

ドバイスを受けております。
　

ロ　会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況

当社は、監査役を設置し、業務決定の機関として取締役会を開催しております。各取締役は、担当業務

について責任を持ち業務執行に邁進するとともに、相互けん制に基づき独立性を確保し、取締役会にお

いて自由に意見を述べられるような体制をとっております。取締役会の内容については、透明性を高め

ながら監査役が企業行動の監視に努め、問題点の把握、指摘、改善等を行っております。
　

ハ　内部監査及び監査役監査の状況

当社の監査役監査は、監査役により行われており、取締役会に出席する等監視に努めております。
　

ニ　会計監査の状況

会計監査につきましては、本郷公認会計士事務所 公認会計士 本郷孔洋氏と監査契約を締結してお

ります。当期の会計業務を執行した公認会計士は、本郷孔洋氏であり、監査業務にかかる補助者は公認

会計士等３名であります。審査体制として、監査意見の表明に先立ち、当社の監査に従事していない公

認会計士による審査を受けております。
　

ホ　社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、社外取締役1名及び社外監査役1名を選任しておりますが、いずれも個人として当社と直接の

利害関係はありません。
　

②　リスク管理体制の整備の状況

当社は、コンプライアンス、環境、情報セキュリティ等に係るリスクについて、それぞれの役員にて、

従前より作成しております規則・ガイドラインの順守を行うものとし、損失危険の軽減と事態発生の

予防及び対策を図ります。新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任となる

取締役を定めます。

　特に、コンプライアンスに関しては、公認会計士や弁護士にアドバイスを頂き、当社における法令・企

業倫理遵守体制の強化徹底を図り、経営理念等に適した行動を行えるよう努めております。
　

③　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定

める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１

EDINET提出書類

ユニオンホールディングス株式会社(E02273)

有価証券報告書

15/40



項各号に定める金額の合計額としております。
　

④　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。
　

⑤　役員報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

　取締役　　　　　３名　4.0百万円
　　監査役　　　　　３名　0.6百万円
　　（うち社外役員　３名　2.4百万円）
　

⑥　取締役の選解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めてお

ります。また取締役の選任については、累積投票によらない旨を定めております。
　

⑦　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己

株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 また、当社は、取締役、監査役及び会計監査人が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、

会社法第426条第１項の規定により、取締役（取締役であった者を含む。）、監査役（監査役であった者

を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の同法第423条第１項の責任につき、善意

でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める範囲内で、その責任を免除す

ることができる旨を定款に定めております。
　

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議は、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
　

⑨　会社と特定の株主の間で利益が相反するおそれがある取引を行う場合

弁護士及び公認会計士等に適宜相談のうえ、利益相反取引の防止対策等を検討していただき、取引先

と利益相反防止等のための契約を締結する等、取引別に対応する旨を定めております。
　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

1,800 ― 1,500 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。
　

④ 【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査日数等を鑑み、監査役の同意を得て決

定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に

基づいて作成しております。
　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成23年４月１日から平成24年３

月31日まで)の財務諸表について、本郷公認会計士事務所 公認会計士 本郷孔洋の監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

　　第84期事業年度の財務諸表　KDA監査法人

　　第85期事業年度の財務諸表　本郷公認会計士事務所 公認会計士 本郷孔洋

当該異動に関して臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。
　

平成23年７月29日付で提出を行った臨時報告書

(1)異動に係る公認会計士等

　退任した監査公認会計士等の名称

　ＫＤＡ監査法人

　(2)異動の年月日

　平成23年７月29日

　(3)退任した監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

　　平成21年６月26日

　(4)退任した監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　①第83期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　意見不表明　継続企業の前提に関する重要な疑義に関して、会社より提示された経営計画等の合理性

に関する十分な心証を得られなかったというものであります。

　②第84期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　意見不表明　継続企業の前提に関する重要な疑義に関して、会社より提示された経営計画等の合理性

に関する十分な心証を得られなかったというものであります。

　(5)異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　　当社の第84期（平成22年４月１日から平成23年３月31日）に係る監査の終了をもって任期満了とな

り、かかる第85期（平成23年４月１日から平成24年３月31日）の監査契約を更新しないとの申し入れ

があり当社はこれを受理致しました。

(6)上記(5)に係る退任した監査公認会計士等の意見

　　　特段の意見はない旨の意見を得ております。
　

平成24年５月23日付で提出を行った臨時報告書

(1)異動に係る公認会計士等

名称　　　本郷公認会計士事務所 公認会計士 本郷孔洋

所在地　　東京都新宿区西新宿１-25-１

(2)異動の年月日

平成24年３月27日

　
３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 48,479 15,262

短期貸付金 － 40,000

未収入金 6,794 1,883

未収収益 312 312

預け金 － 12,000

貸倒引当金 △2,174 △2,174

流動資産合計 53,412 67,285

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 63,937 19,784

長期貸付金 83,500 43,500

長期未収入金 450,000 450,000

固定化営業債権 380,961 380,961

敷金及び保証金 21,600 10,575

貸倒引当金 △684,436 △684,436

投資その他の資産合計 315,562 220,384

固定資産合計 315,562 220,384

資産合計 368,975 287,669

負債の部

流動負債

未払金 78,832 57,251

未払法人税等 1,177 1,109

未払費用 1,652 －

預り金 658 656

訴訟損失引当金 230,908 167,149

その他 9,103 103

流動負債合計 322,332 226,269

固定負債

繰延税金負債 3,220 －

固定負債合計 3,220 －

負債合計 325,552 226,269
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 316,596 39,632

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △276,963 24,709

利益剰余金合計 △276,963 24,709

自己株式 △903 △903

株主資本合計 38,728 63,437

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,693 △2,038

評価・換算差額等合計 4,693 △2,038

純資産合計 43,422 61,399

負債純資産合計 368,975 287,669
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

売上高 － －

売上原価 － －

売上総利益 － －

販売費及び一般管理費 ※1
 103,892

※1
 13,878

営業損失（△） △103,892 △13,878

営業外収益

受取利息 4 1

雑収入 1,033 2,095

営業外収益合計 1,038 2,096

営業外費用

為替差損 7,616 1,295

営業外費用合計 7,616 1,295

経常損失（△） △110,471 △13,077

特別利益

新株予約権戻入益 6,358 －

訴訟損失引当金戻入額 － 63,759

特別利益合計 6,358 63,759

特別損失

前期損益修正損 4,393 －

固定資産売却損 ※2
 19,859 －

減損損失 ※3
 2,528 －

投資有価証券売却損 － 16,864

投資有価証券評価損 － 7,999

貸倒引当金繰入額 33,974

訴訟損失引当金繰入額 80,908 －

課徴金 30,000 －

特別損失合計 171,665 24,864

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △275,778 25,818

法人税、住民税及び事業税 1,184 1,109

法人税等合計 1,184 1,109

当期純利益又は当期純損失（△） △276,963 24,709
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,496,662 316,596

当期変動額

資本金の取崩 △1,180,066 △276,963

当期変動額合計 △1,180,066 △276,963

当期末残高 316,596 39,632

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 162,376 －

当期変動額

資本準備金の取崩 △162,376 －

当期変動額合計 △162,376 －

当期末残高 － －

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

資本金の取崩 1,180,066 276,963

資本準備金の取崩 162,376 －

その他資本剰余金の取崩 △1,342,442 △276,963

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 162,376 －

当期変動額

資本金の取崩 1,180,066 276,963

その他資本剰余金の取崩 △1,342,442 △276,963

当期変動額合計 △162,376 －

当期末残高 － －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,342,442 △276,963

当期変動額

その他資本剰余金の取崩 1,342,442 276,963

当期純利益又は当期純損失（△） △276,963 24,709

当期変動額合計 1,065,478 301,672

当期末残高 △276,963 24,709
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 △1,342,442 △276,963

当期変動額

その他資本剰余金の取崩 1,342,442 276,963

当期純利益又は当期純損失（△） △276,963 24,709

当期変動額合計 1,065,478 301,672

当期末残高 △276,963 24,709

自己株式

当期首残高 △903 △903

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △903 △903

株主資本合計

当期首残高 315,692 38,728

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △276,963 24,709

当期変動額合計 △276,963 24,709

当期末残高 38,728 63,437

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 25,913 4,693

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△21,219 △6,732

当期変動額合計 △21,219 △6,732

当期末残高 4,693 △2,038

評価・換算差額等合計

当期首残高 25,913 4,693

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△21,219 △6,732

当期変動額合計 △21,219 △6,732

当期末残高 4,693 △2,038

新株予約権

当期首残高 6,358 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,358 －

当期変動額合計 △6,358 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

純資産合計

当期首残高 347,963 43,422

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △276,963 24,709

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△27,577 △6,732

当期変動額合計 △304,540 17,977

当期末残高 43,422 61,399
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △275,778 25,818

減価償却費 992 －

減損損失 2,528 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △225,526 －

その他の引当金の増減額（△は減少） 80,908 △63,759

受取利息及び受取配当金 △4 △1

為替差損益（△は益） 7,616 1,295

新株予約権戻入益 △6,358 －

有形固定資産売却損益（△は益） 19,859 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 16,864

投資有価証券評価損益（△は益） － 7,999

固定化営業債権の増減額（△は増加） △5,538 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） 302,754 △7,088

その他の固定資産の増減額（△は増加） 8,164 20,361

その他の流動負債の増減額（△は減少） △9,653 △32,234

課徴金 30,000 －

小計 △70,036 △30,744

利息及び配当金の受取額 4 1

課徴金の支払額 △30,000 －

法人税等の支払額 △2,992 △1,177

営業活動によるキャッシュ・フロー △103,024 △31,921

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,418 －

有形固定資産の売却による収入 13,987 －

貸付金の回収による収入 20,000 －

敷金の回収による収入 1,920 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 34,489 －

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △30,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △30,000 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,616 △1,295

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △106,152 △33,216

現金及び現金同等物の期首残高 154,631 48,479

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 48,479

※1
 15,262
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【継続企業の前提に関する事項】

 当事業年度(自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日)

当社は、前事業年度において営業損失103百万を計上し、当事業年度においても13百万円の営業損失を

計上しております。

　また、当事業年度においても平成22年２月19日付で上場廃止になったことに伴い、資金調達を行うに

至っておりません。今後の資金調達に関しては大幅に制限されるものと予想され、今後の当社必要資金の

調達については不透明な状況となっております。さらに当社は、現在当社を被告とした係争事案が３件あ

り、相手方より貸金請求事件等として訴訟されております。

　これらにより当社は、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。これらの事柄について

の対応策については抜本的な改善をおこなわければなりません。このため、今後の様々な施策を検討いた

しております。しかしながら、現段階においても、資金調達、人材の確保等の目処がついておらず、様々な

施策を実行できるか不透明な状況にあります。従って現段階において継続企業の前提に重要な不確実性

が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を財務諸

表には反映しておりません。
　

【重要な会計方針】

 １　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定)  

時価のないもの

総平均法による原価法
　

 ２　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
　

 ３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 訴訟損失引当金

訴訟損失等に備えるため、その経過等に基づく損失見積額を計上しております。
　

 ４　キャッシュフロー計算書における資金の範囲

手元現金、随時引出可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月に償還期限の到来する短期投資からなっております。
　

 ５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しています。
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【会計方針の変更】

当事業年度より、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年６月30

日）、「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日公表分）及び「1株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22

年６月30日）を適用しております。当事業年度において株式併合を行っておりますが、前事業年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定して1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)

を算定しております。

　なお、これによる影響については、「1株当たり情報に関する注記」に記載しております。
　

【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

 １　（1）偶発債務

リース会社からのリース債務に対し、債務保証　を行っております。

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

㈱アロートラストシステムズ 6,218千円㈱アロートラストシステムズ 889千円
　

（2）係争案件

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)
①平成22年３月29日に損害賠償請求訴訟
を提起されております。

50,000千円 50,000千円

②平成に22年４月７日貸金請求訴訟を提
起されております。

91,130千円 91,130千円

③平成22年８月25日に貸金請求訴訟を提
起されております。

9,336千円 ―

④平成22年11月15日に貸金請求訴訟を提
起されております。

 10,100千円  10,100千円

　

(損益計算書関係)

 ※１　販売費及び一般管理費の主なもの
　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払手数料 44,108千円 117千円

貸倒引当金繰入 33,974千円 ―

給与手当 11,737千円 ―

顧問料 10,471千円 7,322千円

役員報酬 9,888千円 4,710千円

租税公課 4,800千円 852千円
　

※２　固定資産売却損の内容

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

土地及び建物 19,859千円 ―
　

※３　減損損失

前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

東京都文京区 オフィス機器 諸口 2,058

東京都文京区 会計ソフト ソフトウェア 470

当社は、事業用資産について管理会計上の事業区分を資産グループとし、継続的な営業損失の発生によ

り減損の兆候があると認識した資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。なお、資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、第三者による合理的に算定された市場価格に基づき評価しております。
　

当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　該当事項はありません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式数 　 　 　 　

　普通株式(株) 131,425,022 ― 130,110,772 1,314,250

自己株式 　 　 　 　

　普通株式(株) 888 ― 880 8

(注) 1  普通株式の発行済株式の減少130,110,772株は、平成22年7月29日効力発生の株式併合によるものであります。

　　　2  自己株式の減少880株は、平成22年7月29日効力発生の株式併合によるものであります。

　

２　新株予約権等に関する事項

　  該当事項はありません。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　該当事項はありません。
　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式数 　 　 　 　

　普通株式(株) 1,314,250 ― 1,251,322 62,928

自己株式 　 　 　 　

　普通株式(株) 8 ― 8 0

　(注) 1  普通株式の発行済株式の減少1,251,322株は、平成23年８月５日効力発生の株式併合によるものであります。

　　　 2　自己株式の減少８株は、平成23年８月５日効力発生の株式併合によるものであります。

　

２　新株予約権等に関する事項

　  該当事項はありません。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　該当事項はありません。
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(キャッシュフロー計算書関係)

　※1 現金及び現金同等物の当事業年度末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び現金勘定 48,479千円 15,262千円

預け入れ期間が3ヶ月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 48,479千円 15,262千円
　

(リース取引関係)

　該当事項はありません
　

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組指針 

　当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、他に貸付けを行っております。また、

デリバティブの利用もなく、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。こ

れについては時価や発行体の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。また取引先企業に対して長期貸付けを行っております。
　

２．金融商品の時価等に関する情報

前事業年度　(平成23年３月31日)

　 貸借対照表計上額 時価（千円） 差額（千円）

　 （千円） 　 　
（1）現金及び預金 48,479 48,479 ―

（2）短期貸付金 ― ― ―

（3）投資有価証券 29,736 29,736 ―

（4）長期貸付金 83,500 ― ―

　　　貸倒引当金(※1) △83,500 ― ―

資産計 78,215 78,215 ―

（1）未払金 78,832 78,832 ―

（2）未払法人税等 1,177 1,177 ―

負債計 80,009 80,009 ―

(※1) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
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当事業年度　(平成24年３月31日)

　 貸借対照表計上額 時価（千円） 差額（千円）

　 （千円） 　 　
（1）現金及び預金 15,262 15,262 ―

（2）短期貸付金 40,000 40,000 ―

（3）投資有価証券 19,784 19,784 ―

（4）長期貸付金 43,500 ― ―

　　　貸倒引当金(※1) △43,500 ― ―

資産計 75,046 75,046 ―

（1）未払金 57,251 57,251 ―

（2）未払法人税等 1,109 1,109 ―

負債計 58,360 58,360 ―

(※1) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)短期貸付金

これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)投資有価証券 

　　これらの時価について、主に株式は取引所の価格によっております。

(4)長期貸付金 

貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ

シュフローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定

しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在

価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

　負債

(1)未払金及び（2）未払法人税等

これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　 　 単位（千円）

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

　非上場株式 34,201 0

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価

証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

　1.子会社及び関連会社株式

　該当事項はありません。

　
　2.その他有価証券

　　前事業年度末（平成23年３月31日）

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 29,736 21,822 7,914

小計 29,736 21,822 7,914

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

　 合計 29,736 21,822 7,914

　

当事業年度末（平成24年３月31日）

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 ― 　 　

小計 ― 　 　

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 19,784 21,822 △2,038

小計 19,784 21,822 △2,038

　 合計 19,784 21,822 △2,038

　
　3.事業年度中に売却したその他有価証券

　
前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　　該当事項はありません。
　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

　株式 9,336 ― 16,864

計 9,336 ― 16,864
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(デリバティブ取引関係)

　　該当事項はありません。
　

(退職給付関係)

　　該当事項はありません。
　

(ストック・オプション等関係)

　　該当事項はありません。
　

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

税務上の繰越欠損金 12,345,155千円 11,274,803千円

貸倒引当金繰入超過額 279,382千円 254,823千円

その他 6,252千円 4,485千円

繰延税金資産小計 12,630,789千円 11,534,111千円

評価性引当額 △12,630,351千円△11,534,111千円

繰延税金資産合計 438千円 ―

繰延税金負債 △3,658千円 ―

繰延税金負債合計 △3,658千円 ―

繰延税金負債の純額 △3,220千円 ―
　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった項目別内訳
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 ― 42.05％

(調整) 　 　

住民税均等割等 ― 4.30％

交際費等永久に損金算入されない項目 ― 0.37％

評価制引当金の増減 ― △42.42％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 4.30％
　

(注) 前事業年度は、税引前当期純損失であったため記載しておりません。
　

(企業結合等関係)

　　該当事項はありません。
　

(資産除去債務関係)

　　該当事項はありません。
　

(賃貸等不動産関係)

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　当社は、企業集団の解消に伴い、単一セグメントのため記載を省略しております。
　

【関連情報】

　　該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)
　 　 　 (単位：千円)

　 投資事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 ― ― 2,528 2,528
　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
　

【持分法損益等】

該当事項はありません。
　

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
　

前事業年度
(自 平成22年4月1日　
至 平成23年3月31日)

当事業年度
(自 平成23年4月1日
至 平成24年3月31日)

1株当たり純資産額 690円 03銭 975円 71銭

1株当たり当期純損失 △4,401円 28銭 392円 65銭

(注) 1  潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、前事業年度は1株当たり当期純損失が計上されており、当事

業年度は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
     2  株式併合について

　　　　当社は、平成23年８月５日付で普通株式20株を１株とする株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該株

式併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)を算定してお

ります。
　

　　　(会計方針の変更)

　当事業年度より、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年６月30日）、「1株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）及

び「1株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用してお

ります。この適用により、当事業年度に行った株式併合は、前事業年度の期首に行われたと仮定して1株当たり純

資産額及び1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)を算定しております。

　これらの会計基準を適用しなかった場合の、前事業年度の1株当たり純資産額及び1株当たり当期純損失(△)は、

以下のとおりです。

 

　　1株当たり純資産額　　　　　　　　　　33円 03銭

　　1株当たり当期純損失　　　　　　　 　△6円 28銭
　

     3  1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自  平成22年4月1日
 至  平成23年3月31日)

当事業年度
(自  平成23年4月1日
 至  平成24年3月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 　 　

  当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △276,963 24,709

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
(△)(千円)

△276,963 24,709

  普通株式の期中平均株式数(株) 62,928 62,928

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

潜在株式の種類

　第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債　３個

　第２回ストックオプション

　　22,000個

―

　

    4  1株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年3月31日)
当事業年度

(平成24年3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 43,422 61,399

普通株式に係る純資産額(千円) 43,422 61,399

普通株式の発行済株式数(株) 62,928 62,928

普通株式の自己株式数(株) ― ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

62,928 62,928

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券 永兆精密電子股?有限公司 1,023,765 19,784

計 1,023,765 19,784

　

【債券】

　 　 該当事項はありません。
　

【その他】

該当事項はありません。
　

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。
　

【社債明細表】

該当事項はありません。
　

【借入金等明細表】

　　　該当事項はありません。
　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金（短期） 2,174 ― ― ― 2,174

貸倒引当金（長期） 684,436 40,000 ― 40,000 684,436

訴訟損失引当金 230,908 10,109 ― 73,869 167,149

（注）１　貸倒引当金（長期）その他の減少は、個別引当債権の回収に伴う減少であります。

２　訴訟損失引当金の減少は、訴訟損失見込額の減少によるものであります。　
　

【資産除去債務明細表】

　　　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 8,146

預金 　

　普通預金 7,115

計 15,262

　

② 短期貸付金

相手先 金額(千円)

コアインターナショナル 40,000

計 40,000

　

③ 長期貸付金

相手先 金額(千円)

コアインターナショナル 40,000

計 40,000

　

④ 長期未収入金

相手先 金額(千円)

 ㈱昭洋 450,000

計 450,000

　

⑤ 固定化営業債権

相手先 金額(千円)

インターリコム 50,000

アレンジ興産 13,679

デイスターアセットマネジメント㈱ 299,375

その他 17,907

計 380,961

　

⑥ 未払金

相手先 金額(千円)

㈱大分フットボールクラブ 55,000

その他 2,251

計 57,251

　

(3) 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 東京都渋谷区渋谷3丁目１番９号　ユニオンホールディングス株式会社　本店

　　株主名簿管理人 本店総務部

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済
新聞に記載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。

　http://www.union.jp/ir/ir.html

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　会社法第189条第２項各号に揚げる権利

　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第84期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

平成23年６月30日関東財務局長に提出
　

(2) 臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４の規定に基づく臨時報告書

　　平成23年８月４日　関東財務局長に提出
　

(3) 臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４の規定に基づく臨時報告書

　　平成24年５月23日　関東財務局長に提出
　

(4) 半期報告書

　事業年度　第85期(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　　平成24年６月27日　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成24年６月28日

　ユニオンホールディングス株式会社

取締役会　御中

本郷公認会計士事務所

公認会計士　　本　郷　　孔　洋　　㊞

　

私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるユニオンホールディングス株式会社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの第85期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方
針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　

財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国おいて一般に公正妥当と認められる財務諸表の作成基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
私の責任は、私が、我が国において一般公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施した監査に基づ
いて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　しかしながら、「意見不表明の根拠」に記載した事項により、私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手することができなかった。
　

意見不表明の根拠
継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成23年3月期事業年度において営業損失103百万
円を計上し、平成24年3月期事業年度においても営業損失13百万円を計上している。また平成22年2月19日付
で上場廃止になったことに伴い、新たな資金調達に関して、大幅に制限されるものと予想され、今後の資金
調達について、不透明な状況となっている。さらに、ユニオンホールディングス株式会社を被告とした係争
事案が3件あり、今後の経過次第では、巨額な損害賠償金を負担する可能性がある。これらの状況により、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる。しかし、経営者から当該状況に対する改善策等の合理的な経営計画等の提示
を受けることができず、他の監査手続によっても十分かつ適切な監査証拠を得ることができなかった。これ
は、前任監査人が前事業年度の財務諸表に対して意見を表明していない原因となっている。
　また、長期未収入金残高450百万円について、監査報告書日現在においても、債権回収先に関する十分な資
料の入手が困難な状況であり、確認又はその他の方法によっても検証をすることができなかった。
　したがって、私は、長期未収金残高、関連する損益項目並びに株主資本等変動計算書及びキャッシュ・フ
ロー計算書、継続企業の前提に関する事項、その他の注記及び附属明細表を構成する要素に関して、何らか
の修正が必要かどうかについて判断することができなかった。
　

意見不表明
私は、上記の財務諸表が、「意見不表明の根拠」に記載した事項の財務諸表に及ぼす可能性のある影響の
重要性に鑑み、監査意見の基礎を与える十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかったため、財務
諸表に対して意見を表明しない。
　

その他の事項
ユニオンホールディングス株式会社の平成23年3月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任
監査人によって監査されている。前任監査人は、ユニオンホールディングス株式会社の前事業年度の財務諸
表に対して平成23年6月30日付けで意見不表明としている。
　

利害関係
会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途
保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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